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人口 1 万人当たりの NPO 法人数が多くなっており、活動分野の上位 2 つが「保健・医療・福祉」「子どもの健全
育成」であるのは、各種制度に基づく福祉事業との関連性の高さが推察される。その収入源をみると、「NPO ら
しい資金源」であると言える会費や寄付の調達に注力している NPO 法人が少ないことが明らかになった。前者













(2) 参考：栃木県内の市町村別人口（2016.9.1 現在） 


















（NPO 法）が 1998 年に施行され間もなく 20 年が経過す
る。所轄庁（都道府県・政令指定都市）の認証を受けた特
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表 2. 参考：栃木県の市町村別人口（2016.9.1 現在） 
表 3. 人口 1 万人当たりの NPO 法人数 
表 4. 活動分野 
表 5. 活動分野の選択個数 
宇都宮市 足利市 栃木市 佐野市 鹿沼市 日光市 小山市 真岡市 大田原市 矢板市
人口 519,466 148,659 158,600 118,216 97,855 82,420 166,652 79,597 75,141 33,030
割合% 26.4 7.6 8.1 6.0 5.0 4.2 8.5 4.0 3.8 1.7
那須塩原市 さくら市 那須烏山市 下野市 上三川町 益子町 茂木町 市貝町 芳賀町 壬生町
人口 116,766 44,888 26,677 59,289 31,047 23,057 12,911 11,635 15,103 39,914
割合% 5.9 2.3 1.4 3.0 1.6 1.2 0.7 0.6 0.8 2.0
野木町 塩谷町 高根沢町 那須町 那珂川町 合計
人口 25,308 11,271 29,500 24,727 16,606 1,968,335
割合% 1.3 0.6 1.5 1.3 0.8
宇都宮市 足利市 栃木市 佐野市 鹿沼市 日光市 小山市 真岡市 大田原市 矢板市
法人数 3.06 2.56 2.33 2.28 2.04 4.49 2.52 2.39 2.40 1.51
那須塩原市 さくら市 那須烏山市 下野市 上三川町 益子町 茂木町 市貝町 芳賀町 壬生町
法人数 3.43 2.00 3.37 2.02 0.97 2.60 8.52 1.72 3.31 2.00
野木町 塩谷町 高根沢町 那須町 那珂川町 平均
















法人数 342 229 225 8 10 166 146 40 56 86

















法人数 79 43 246 38 12 86 111 29 174 0
割合% 14.4 7.8 44.7 6.9 2.2 15.6 20.2 5.3 31.6 0.0
1個 2個 3個 4個 5個 6個 7個 8個 9個以上 合計
法人数 104 100 95 69 63 41 28 19 31 550
割合% 18.9 18.2 17.3 12.5 11.5 7.5 5.1 3.5 5.6
第１章 調査方法 
 調査対象を 2015年 4月 30日現在、設立登記が完了し、
栃木県内に主たる事務所を有する NPO 法人のうち、事業
年度が 1 年以上経過しているものとした。対象となる


















 なお、上記項目は 2010 年 7 月 20 日に策定（2011 年 11














(2) 参考：栃木県の市町村別人口（2016.9.1 現在）（表 2） 
 参考として、2016 年 9 月 1 日現在の栃木県の市町村別
人口[7]をみると、「宇都宮市」が 26.4%で最も高く、次い
で「小山市」8.5%、「栃木市」8.1%となっている。 
 主たる事業所の所在地と人口それぞれの上位 5 市町村
を比較すると、1・2 位は同一であり、足利市と栃木市に
ついてはいずれも 5 位以内に入っている。 
 
(3) 人口 1 万人当たりの NPO 法人数（表 3） 
 人口 1 万人当たりの NPO 法人数をみると、「那須町」
が 8.90 で最も多く、次いで「茂木町」8.52、「日光市」4.49
となっている。平均は 2.79 である。 
 






(5) 活動分野の選択個数（表 5） 
 活動分野の選択個数をみると、「1 個」が 18.9%で最も
高く、次いで「2 個」18.2%、「3 個」17.3%となっている。 
  
表 1. 主たる事務所の所在地 
宇都宮市  足利市  栃木市  佐野市  鹿沼市  日光市  小山市  真岡市  大田原市  矢板市 
法人数 159 38 37 27 20 37 42 19 18 5
割合% 28.9 6.9 6.7 4.9 3.6 6.7 7.6 3.5 3.3 0.9
那須塩原市  さくら市  那須烏山市  下野市  上三川町  益子町  茂木町  市貝町  芳賀町  壬生町 
法人数 40 9 9 12 3 6 11 2 5 8
割合% 7.3 1.6 1.6 2.2 0.5 1.1 2.0 0.4 0.9 1.5
野木町  塩谷町  高根沢町  那須町  那珂川町  合計
法人数 4 2 9 22 6 550
割合% 0.7 0.4 1.6 4.0 1.1
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⑤ その他収益（表 11） 
 その他収益をみると、「1 円～10 万円未満」が 57.2%で
最も高く、次いで「0 円」20.1%、「10 万円～50 万円未満」
11.7%となっている。総額は 96,474,624 円、平均は
288,846 円、中央値は 400 円である。 
 
⑥ 経常収益の計（表 12） 
 経常収益の計をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」
が 26.9%で最も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」
18.9%、「10 万円～50 万円未満」と「500 万円～1,000 万
円未満」がそれぞれ 12.6%となっている。総額は
6,371,069,238 円、平均は 19,075,058 円、中央値は
4,383,123 円である。 
 






 参考として、評価益をみると、「0 円」が 97.9%で最も
高くなっている。これは 97.9%の NPO 法人が物的サービ
ス等やボランティアの受け入れをしていないというわけ
ではなく、評価益への認知不足が背景にあるものと推察さ
表 9. 事業収益 
表 10. 受取助成金等 
表 11. その他収益 























法人数 237 13 24 12 29 6 10 1 2 334























法人数 67 191 39 16 18 2 1 0 0 334























法人数 12 28 42 30 63 42 90 13 14 334























法人数 70 16 35 20 57 36 77 13 10 334
割合% 21.0 4.8 10.5 6.0 17.1 10.8 23.1 3.9 3.0
(6) 設立登記年（表 6） 
 設立登記年をみると、「2006 年」が 12.7%で最も高く、
次いで「2012 年」8.2%、「2004 年」8.0%となっている。 
 
第２節 栃木県内 NPO 法人の財務実態 
 上述した 550 のうち、内閣府「NPO ホームページ」内
「NPO 法人ポータルサイト」で 2013 年度の事業報告書





① 受取会費（表 7） 
 受取会費をみると、「1 円～10 万円未満」が 34.4%で最
も高く、次いで「0 円」26.3%、「10 万円～50 万円未満」
25.4%となっている。総額は 267,395,427 円、平均は
800,585 円、中央値は 51,000 円である。 
② 受取寄付金（表 8） 
 受取寄付金をみると、「0 円」が 57.5%で最も高く、次
いで「1 円～10 万円未満」15.0%、「10 万円～50 万円未
満」14.1%となっている。総額は 252,617,382 円、平均は
756,339 円、中央値は 0 円である。 
 
③ 事業収益（表 9） 
 事業収益をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」が
23.1%で最も高く、次いで「0 円」21.0%、「500 万円～1,000
万円未満」10.8%となっている。総額は 5,109,779,534 円、
平均は 15,298,741 円、中央値は 2,425,255 円である。 
 
④ 受取助成金等（表 10） 
 受取助成金等をみると、「0 円」が 71.0%で最も高く、
次いで「100 万円～500 万円未満」8.7%、「10 万円～50 万
円未満」7.2%となっている。総額は 636,632,374 円、平均
は 1,906,085 円、中央値は 0 円である。 
表 6. 設立登記年 
表 7. 受取会費 
表 8. 受取寄付金 
1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年
法人数 25 28 18 27 40 44 36 70 37 36
割合% 4.5 5.1 3.3 4.9 7.3 8.0 6.5 12.7 6.7 6.5
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 合計
法人数 40 40 28 45 32 4 550























法人数 88 115 85 20 20 5 0 0 1 334























法人数 192 50 47 22 16 3 3 0 1 334
割合% 57.5 15.0 14.1 6.6 4.8 0.9 0.9 0.0 0.3
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④ 管理費における人件費（表 17） 
 管理費における人件費をみると、「0 円」が 65.3%で最
も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」12.0%、「10 万
円～50 万円未満」7.5%となっている。総額は 480,276,039
円、平均は 1,437,952 円、中央値は 0 円である。 
 
⑤ 管理費におけるその他経費（表 18） 
 管理費におけるその他経費をみると、「10 万円～50 万
円未満」が 24.3%で最も高く、次いで「100 万円～500 万
円未満」23.1%、「1 円～10 万円未満」18.9%となってい
る。総額は 526,245,980 円、平均は 1,575,587 円、中央値
は 443,492 円である。 
 
⑥ 管理費の計（表 19） 
 管理費の計をみると、「10 万円～50 万円未満」が 22.2%
で最も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」21.3%、
「1 円～10 万円未満」17.4%となっている。総額は
1,006,522,019 円、平均は 3,013,539 円、中央値は 15 円
である。 
 
⑦ 経常費用の計（表 20） 
 経常費用の計をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」 
表 17. 管理費における人件費 
表 18. 管理費におけるその他経費 
表 19. 管理費の計 























法人数 218 16 25 13 40 9 12 1 0 334























法人数 53 63 81 36 77 12 12 0 0 334























法人数 52 58 74 32 71 20 25 2 0 334























法人数 15 20 42 27 0 37 91 21 11 334




① 事業費における人件費（表 14） 
 事業費における人件費をみると、「0 円」が 47.0%で最
も高く、次いで「1,000 万円～5,000 万円未満」16.5%、
「100 万円～500 万円未満」11.4%となっている。総額は
2,833,160,851 円、平均は 8,482,518 円、中央値は 57,000
円である。 
 
② 事業費におけるその他経費（表 15） 
 事業費におけるその他経費をみると、「100 万円～500
万円未満」が 29.0%で最も高く、次いで「10 万円～50 万
円未満」15.6%、「1,000 万円～5,000 万円未満」14.4%と
なっている。総額は 2,106,685,632 円、平均は 6,307,442
円、中央値は 1,630,914 円である。 
 
③ 事業費の計（表 16） 
 事業費の計をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」が
26.3%で最も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」
19.8%、「10 万円～50 万円未満」13.5%となっている。総
額は 4,939,846,483 円、平均は 14,789,960 円、中央値は
3,350,054 円である。 
 
表 14. 事業費における人件費 
表 15. 事業費におけるその他経費 
表 16. 事業費の計 























法人数 327 2 1 1 3 0 0 0 0 334
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法人数 26 28 52 32 97 46 48 4 1 334























法人数 25 23 45 30 66 31 88 18 8 334
割合% 7.5 6.9 13.5 9.0 19.8 9.3 26.3 5.4 2.4
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④ 管理費における人件費（表 17） 
 管理費における人件費をみると、「0 円」が 65.3%で最
も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」12.0%、「10 万
円～50 万円未満」7.5%となっている。総額は 480,276,039
円、平均は 1,437,952 円、中央値は 0 円である。 
 
⑤ 管理費におけるその他経費（表 18） 
 管理費におけるその他経費をみると、「10 万円～50 万
円未満」が 24.3%で最も高く、次いで「100 万円～500 万
円未満」23.1%、「1 円～10 万円未満」18.9%となってい
る。総額は 526,245,980 円、平均は 1,575,587 円、中央値
は 443,492 円である。 
 
⑥ 管理費の計（表 19） 
 管理費の計をみると、「10 万円～50 万円未満」が 22.2%
で最も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」21.3%、
「1 円～10 万円未満」17.4%となっている。総額は
1,006,522,019 円、平均は 3,013,539 円、中央値は 15 円
である。 
 
⑦ 経常費用の計（表 20） 
 経常費用の計をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」 
表 17. 管理費における人件費 
表 18. 管理費におけるその他経費 
表 19. 管理費の計 























法人数 218 16 25 13 40 9 12 1 0 334























法人数 53 63 81 36 77 12 12 0 0 334























法人数 52 58 74 32 71 20 25 2 0 334























法人数 15 20 42 27 0 37 91 21 11 334




① 事業費における人件費（表 14） 
 事業費における人件費をみると、「0 円」が 47.0%で最
も高く、次いで「1,000 万円～5,000 万円未満」16.5%、
「100 万円～500 万円未満」11.4%となっている。総額は
2,833,160,851 円、平均は 8,482,518 円、中央値は 57,000
円である。 
 
② 事業費におけるその他経費（表 15） 
 事業費におけるその他経費をみると、「100 万円～500
万円未満」が 29.0%で最も高く、次いで「10 万円～50 万
円未満」15.6%、「1,000 万円～5,000 万円未満」14.4%と
なっている。総額は 2,106,685,632 円、平均は 6,307,442
円、中央値は 1,630,914 円である。 
 
③ 事業費の計（表 16） 
 事業費の計をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」が
26.3%で最も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」
19.8%、「10 万円～50 万円未満」13.5%となっている。総
額は 4,939,846,483 円、平均は 14,789,960 円、中央値は
3,350,054 円である。 
 
表 14. 事業費における人件費 
表 15. 事業費におけるその他経費 
表 16. 事業費の計 
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12.6%、「500 万円～1,000 万円未満」11.1%となっている。
総額は 5,946,368,502 円、平均は 17,803,499 円、中央値
は 4,479,087 円である。 
 




円、平均は 1,271,559 円、中央値は 15 円である。 
 
第３章 考察 














































































図 2. NPO の財源の特性[14] 
が 27.2%で最も高く、次いで「10 万円～50 万円未満」





















法人数 48 23 40 36 17 47 45 27 51 334
割合% 14.4 6.9 12.0 10.8 5.1 14.1 13.5 8.1 15.3
図 1. 栃木県内市町別高齢化率[9] 
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2010 年 7 月 20 日付で、NPO 法人会計基準協議会は統
一した会計基準の必要性を次のように述べている。 
 NPO 法人制度ができてから 12 年、認定 NPO 法人
制度ができてから 10 年が経ちました。NPO 法人の
増加とともに、この制度も改正をされてきました。 





















 また、2012 年の NPO 法改正において、それまで提
出を求めていた収支計算書を活動計算書に変更したが、














ている岩舟町は 2014 年 4 月 5 日に栃木市に編入合併さ
れている。 
[10] 茂木町 31.9%（1 位）、那須町 28.3%（3 位）、日光市





[12] 例えば、栃木県小山市にある 48 の学童保育クラブの
うち半数の 24 が NPO 法人によって運営されている。
ほかの運営団体は、社会福祉法人が 2、学校法人が 5、



























































た、NPO 法人は 10 名以上の社員（正会員）でもって構成
されると法律によって定められている[17]。 





































[1] 2015 年 5 月 31 日現在、特定非営利活動法人の認証数
は 50,169 件。内閣府、「NPO ホームページ」、
http://www.npo-homepage.go.jp/、2015.6.24 閲覧 








[4] NPO 法人は、毎事業年度初め 3 か月以内に、前事業年
度の事業報告書等を所轄庁に提出しなければならない

















2010 年 7 月 20 日付で、NPO 法人会計基準協議会は統
一した会計基準の必要性を次のように述べている。 
 NPO 法人制度ができてから 12 年、認定 NPO 法人
制度ができてから 10 年が経ちました。NPO 法人の
増加とともに、この制度も改正をされてきました。 





















 また、2012 年の NPO 法改正において、それまで提
出を求めていた収支計算書を活動計算書に変更したが、














ている岩舟町は 2014 年 4 月 5 日に栃木市に編入合併さ
れている。 
[10] 茂木町 31.9%（1 位）、那須町 28.3%（3 位）、日光市





[12] 例えば、栃木県小山市にある 48 の学童保育クラブの
うち半数の 24 が NPO 法人によって運営されている。
ほかの運営団体は、社会福祉法人が 2、学校法人が 5、



























































た、NPO 法人は 10 名以上の社員（正会員）でもって構成
されると法律によって定められている[17]。 





































[1] 2015 年 5 月 31 日現在、特定非営利活動法人の認証数
は 50,169 件。内閣府、「NPO ホームページ」、
http://www.npo-homepage.go.jp/、2015.6.24 閲覧 








[4] NPO 法人は、毎事業年度初め 3 か月以内に、前事業年
度の事業報告書等を所轄庁に提出しなければならない











─ 宇都宮大学「コモンズ学生スタッフ」の事例から ─ 
 
A Consideration of Peer Support Activities 
 in the Learning Commons : 
A Case Study of the “Commons Students Staff”  
Belonging to Utsunomiya University 
 
                                                                            桑島 英理佳＊ 




























































る NPO・社会起業家と、社会貢献に関心のある 7 割の
日本人（2013 内閣府調査）をつなぐパイプラインをフ
ァンドレイザーととらえ、2012 年からファンドレイザ
ーの資格認定を行っている。2016 年 11 月までに 50 名
の認定ファンドレイザー®が誕生している（特定非営利
活動法人日本ファンドレイジング協会、「『認定ファンド





「2007 年度茨城県内 NPO 財務データ」、『Our Decade 







務実態に関する分析」（2016 年 12 月提出）について、「第
2 章 栃木県内 NPO 法人の財務実態」を中心に再構成・
加筆・修正をしたものである。 
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